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特殊法人等向け平成１４年度概算要求等の検証結果について 

                                

 

（これまでの取組み） 

特殊法人等改革については、新たな時代にふさわしい行政組織・制度

への転換を目指して、「民間にできることは民間に委ね、地方にできる

ことは地方に委ねる」ことを基本原則に、全ての特殊法人等の事業及び

組織形態の見直しについて抜本的に取り組んでいるところである。 

これまで、全法人の事務事業について、子会社等をも視野に入れゼロ

ベースで見直しを行い、８月には全ての法人の個別事業を対象に「個別

事業見直しの考え方」を公表したところである。 

  

（概算要求の検証） 

この「個別事業見直しの考え方」の公表に先立ち、総理から行政改革

担当大臣に対し、各特殊法人等の平成１４年度予算の概算要求について、

特殊法人等改革の趣旨に合致しているかという観点から検証するよう指

示があった。これは、今般の特殊法人等改革を実りあるものとするため

には、平成１４年度予算から見直し結果を盛り込み、財政支出の大胆な

削減を目指すことが必要であり、そのためには概算要求の段階から今般

の特殊法人等改革の視点を反映する必要があるためである。 

「個別事業見直しの考え方」において、事務局の方から廃止を指摘し

ている事項は８１項目、凍結を指摘している事項は２３項目、民間事業

化を指摘している事項は５５項目、民間委託を指摘している事項は２３

項目、地方事業化を指摘している事項は２１項目、地方共同事業化を指

摘している事項は５項目、統合を指摘している事項は７１項目、国の直

轄事業化を指摘している事項は２７項目ある。 

事務局としては、これらの事項がどの程度各法人の概算要求に反映さ

れているか、各府省よりヒアリング等を行いつつ検証を行った。その結

果、特殊法人等全体としては、平成１４年度概算要求額は約４兆７千億

円、平成１４年度財政投融資計画額は約２１兆７千億円であり、今年度

と比較するとそれぞれ約５千８百億円、約２兆７千億円の減額要求とな

っている。 

この結果については、それぞれ特殊法人等改革の重要性を踏まえた上

での事業の縮減結果として一定の評価はできるが、個別に見ればあくま

でも事業の縮減であって、廃止や民間事業化等事務局の指摘事項を充分

反映したものとは言い難い。各府省においては、引き続き事務局案の方

向で検討を進め、平成１４年度の予算編成の過程で反映していくことを

求めたい。 

  

（今後の作業について） 

今後は、この「検証結果」等を踏まえ、年末の予算案決定に向けて予

算編成作業が行われる。行政改革推進事務局としても、この「検証結果」

をもとに、各府省との間で事業見直しの議論を深めるとともに、この事

業見直しを踏まえ、各法人の組織について徹底した見直しを行うことと

している。 

このような個別事業の見直しや組織改革の検討等を踏まえて、年内に

「特殊法人等整理合理化計画」を策定することとするが、その過程にお

いては、特殊法人等改革推進本部を中心として、各方面から寄せられる

ご意見を踏まえつつ、また関係者等による様々な調整を経ながら、より

抜本的かつ的確な改革を目指し計画策定を進めて参りたい。 
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